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垂井町行財政改革大綱（第６次）実施計画

基本方針１ 新たな課題に対応する組織体制

推進項目

（１）組織機構の見直し

社会情勢の変化による新たな行政課題や多様な住民ニーズに迅速に対応するため、所掌

事務を検証し、組織機構の見直しを行います。また、人口減少や生活スタイルの多様化な

どにより困難化する消防団員の確保のため、消防団活動や消防団員の定数など消防団組織

の見直しを図ります。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

総務課 所掌事務の検証及び 組織機構の再編・検

１ 組織機構の再編成 組織機構見直し案の 証 〇 －

企画調整課 作成

消防団組織の見直 消防団活動、団員定

２ 企画調整課 数、資機材の配置な 〇 〇

し どの見直し

推進項目

（２）人材の確保と育成

職員の働き方改革や定年延長の導入に対処するため、適正な職員定数及び配置が図れる

よう人材を確保します。また、職員が持つ基礎的かつ専門的な能力の向上や柔軟な発想で

時代の変化に対応できる人材の育成に努めます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

職員の働き方改革の 新たな職員採用及び

３ 人材の確保・育成 総務課 推進及び定年延長へ スキルアップ研修の 〇 －

の対応 構築・導入
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基本方針２ 効率的で効果的な行政運営

推進項目

（１）事務事業の見直し

新たな行政課題や人口減少など社会情勢が大きく変化する中、限られた財源を効率的か

つ効果的に活用するため、事務事業の見直しを行います。また、現行の「補助金の見直し

基準」を改定し、補助金・交付金の適正化に取り組みます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

企画調整課 見直しを必要とする

４ 事務事業の見直し 総務課 事務事業の洗出し・ 〇 〇

関係各課 検証

補助金・交付金の 企画調整課 新たな補助金・交付 各種補助団体等との 補助金・交付金の適

５ 金の交付基準の制定 ヒアリング 正化の実施 － 〇

適正化 関係各課

推進項目

（２）公共施設のマネジメント

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため「垂井町公共施設等総合管理計画」

に基づき、施設の更新・統廃合・長寿命化などにより、最適な配置を実現します。また、

町が所有する財産の売却及び移譲に取り組みます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

公共施設の適正な 総務課 総合管理計画の推進

６ 及び町有財産の売却 〇 〇

配置・管理 関係各課 ・移譲

推進項目

（３）DXの推進による事務の効率化

ICT を活用した行政事務の電子化により、行政サービスの向上と事務の効率化を

図ります。また、誰もが利用しやすい窓口サービスの提供に努めます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

DX の推進による 企画調整課 デジタル化推進計画 行政事務の電子化の

７ 行政サービスの向 総務課 の策定 促進及び窓口サービ 〇 －

上 関係各課 スの向上
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推進項目

（４）民間活力の導入

民間事業者が持つ優れたノウハウ等により、事務事業の見直しや行政サービスの向上を

図るとともに、事業の民間委託や官民連携、指定管理制度の活用など、積極的に民間活力

を導入していきます。また、補助金交付団体の自主運営に向けた移行を図ります。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

民間活力の導入・ 民間活力の導入の検

８ 補助金交付団体の 関係各課 証及び補助金交付団 〇 〇

自立化 体の自立化促進

基本方針３ 安定的で持続可能な財政運営

推進項目

（１）将来を見据えた安定した財政運営

人口減少などにより大きな歳入増が見込めない中、今後の社会保障の充実や公共施設の

維持管理など、町の財政負担の大きな課題に対応していくため、将来に備えた計画的な基

金の積立てや一般財源に占める公債費の割合の抑制など、安定した財政運営に努めます。

また、町税などの自主財源を確保するため、適正な債権管理に取り組みます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

計画的な基金の管 総務課 計画的な基金の管理

９ 及び地方債の発行 － 〇

理・地方債の発行 関係各課

各種債権の徴収対策 各種債権の徴収対策

10 町民負担の公平性 関係各課 の強化及び債権管理 の強化及び債権管理 － 〇

ルールの検証 条例制定の検討

推進項目

（２）受益者負担の適正化と財源の確保

受益者負担の適正化を図るため、現行の使用料や手数料などを見直します。また、国や

県の補助金制度の活用、本町へのふるさと納税の促進に取り組むなど、新たな財源の確保

に努めます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

使用料・手数料の 企画調整課 適正な使用料・手数 新たに制定した使用

11 料の算定及び減免基 料・手数料及び減免 － 〇

見直し 関係各課 準の構築 基準の実施

クラウドファンディ

12 新たな財源の確保 関係各課 ングなど新たな財源 － 〇

の確保
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基本方針４ 協働によるまちづくりの推進

推進項目

（１）住民との協働の推進

住民と行政が対等な立場で、互いの意見を交換ができる機会を創出し、協働のまちづく

りによる行財政改革に取り組みます。また、町が行う事業や施策に関して、住民にとって

わかりやすい情報の提供に努めます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

対話のできる機会 企画調整課 テーマに応じたフリ

13 ートークの機会の創 〇 〇

の創出 関係各課 出

わかりやすい情報 企画調整課 すべての町民へ、わ

14 かりやすい行政情報 〇 －

の提供 関係各課 の提供

推進項目

（２）若者の町政への参画

将来、まちづくりの中心となる若者世代の町政への参画を促します。また、その人材の

育成にも努めます。

行政 財政
番号 取組項目 推進課 令和５年度 令和６年度 令和７年度

効果 効果

若い世代の町政へ 企画調整課 小・中・高校生及び 若い世代からのリー

15 若い世代からの意見 ダーの発掘・人材の ○ －

の参画促進 関係各課 聴取 育成

※取組項目中、「行政効果」は、事務の効率化、事務量の軽減、行政サービスの向上など

が期待できるもの、「財政効果」は、歳入の確保や経費の削減などが期待できるものに

「〇」を表示しています。なお、その判断が難しいものについては「－」を表示してい

ます。


